
背景 
2020年から始まったコロナ禍で医療を取り巻く環

境は大きく変化した。多くの自治体において、コロ
ナ対応を優先するため、HIV検査は中止となった。
また令和2年4月10日に出された「新型コロナウイ
ルス感染症の拡大に際しての電話や情報通信機器を
用いた診療等の時限的・特例的な取扱いについて
（令和2年4月10日事務連絡）」で電話診療が広く
行われるようになった。 

A．研究目的 
2020年～2022年のコロナ禍におけるHIV診療が

受けた影響について解析する。 

B．研究方法 
1) 新型コロナウイルス感染拡大の影響として下記項
目を集計した。 

ア)2020 年 1 月～2022 年 12 月の新規 HIV 感染者
/AIDS 患者/CD4<200 発生動向 

イ)2020 年 1 月～2022 年 12 月の感染判明場所に
ついて 
場所については下記の分類で集計した。 
医療機関 
行政検査：保健所検査・検査会・研究班等が実
施する検査 

自費購入を含む自己検査キット：唾液・血液検
査キット等自分で購入して行った検査・研究班
が実施する検査で郵送キットを使った検査 
その他：献血・拘置所・刑務所等検査 

ウ)2020 年 1 月～2022 年 12 月の外国籍 HIV 感染
者/AIDS 患者の受診動向 

2) 重度心身障がい者医療費受給者証（医療証）また
は自立支援医療（更生医療）による地域診療連携 

3) 各ブロックにおけるエイズ治療の拠点病院体制の
再構築 

（倫理面への配慮） 

国立病院機構名古屋医療センターにおける研究倫
理審査委員会を通過（番号：2016-086） 

C．研究結果 
1) 新型コロナウイルス感染拡大の影響 
ア)新規未治療患者内訳 
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2020年よりコロナ禍となり医療を取り巻く環境は大きく変化した。名古屋医療センタ

ーの新規未治療患者のうちAIDS発症で診断される症例は増加し、2020年～2022年

にかけて26%から38%に増加した。紹介元の保健所等行政検査の割合はコロナ禍が始

まった2020年と比較して2022年は20%まで回復した。連携例では愛知県では医療

証を利用した例が多く、病院、施設、診療所と様々なレベルでの連携があった。県内・

ブロック内ともに今後も顔の見える連携を構築していく必要がある。 

研究要旨

東海ブロックのHIV医療体制整備 
ー東海ブロックのHIV感染症の医療体制の整備に関する研究ー 

分担研究者    今橋 真弓 
独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター臨床研究センター 
感染・免疫研究部 感染症研究室室長
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　 2020年 2021年 2022年
新規未治療HIV感染者（人） 51 47 38
新規未治療AIDS患者（人） 18 24 24
初診時CD4<200（人） 38 37 31　



イ)感染判明場所 

 

 

 

ウ)外国籍新規未治療患者 

 
 
 
新規未治療患者は2022年にかけて減少した。し

かしAIDS患者が新規未治療患者に占める割合は
2020年～2022年にかけて26%→33%→38%と増加し
ていた。感染判明場所は行政検査が2020年は全体
の8%と低下していたが、2021年～2022年にかけて
15%→20%と増加してきた。  

外国籍未治療患者数は2020年～2022年にかけて
14人～18人であった。全新規未治療患者に占める割
合は26.1%→19.7%→29.0%と近年増加し、2022年は
外国籍未治療患者の半数はエイズ発症者であった。 

2) 重度心身障がい者医療費受給者証（医療証）また
は自立支援医療（更生医療）による地域診療連携 

地域医療連携方法としては下記の3通りに分ける
ことができる。 
① 当院と他の拠点・“分家”クリニック等との連

携の例（図1） 
連携が行われているのは多くは愛知県内で、制
度は医療証を使用して行われていた。連携の内
容としては治療/対応困難症例（ビザがない、身
寄りがない。）やHIV＋出産・リンパ腫・腎移
植などの高度な医療を必要とする症例や、被害
者手術があった。また当院と直接は連携してい
ないが、症例数の多い拠点病院やHIV診療経験
のある医師が在籍する病院が在宅クリニックや
非拠点病院と連携を行っている例もあった。 

② 当院と非拠点の病院を介した地域医療・介護施
設との連携の例（図2） 
連携が行われているのは多くは愛知県内で、制
度は医療証を使用して行われていた。多くは医
療証を使用した連携であった。安定している症
例では定期通院する医療機関を自立支援指定医
療機関に変更していた例もあった。連携の内容
は精神科対応や透析があった。 
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図1　当院と他の拠点・“分家”クリニック等との連携の例

2020年 2021年 2022年
医療機関 54 59 47
行政検査 6 11 13
自費購入含む自己検査キット 3 0 0
その他 6 1 2
合計 69 71 62

①

①-1-1

①-2
①-1A：名古屋医療センター

B：拠点病院・診療経
験のある医師がいる
施設

C：非拠点病院

D：地域の医療・福祉施設

透析・歯科

透析・歯科

透析・歯科

透析・歯科

図1：当院と他の拠点・“分家”クリニック等との連携の例 医療の内容具体例
①：治療/対応困難症例（ビザがな
い、身寄りがない。）
HIV＋出産・リンパ腫・腎移植など
被害者手術
①-1：ほぼなし。
①-2：在宅クリニック
①-1-1：リハビリ病院から施設へ。
施設の往診医から近隣の病院へ。

地域
多くは愛知県内。県外もあり。

制度
多くは医療証。①は自立支援利用

2020年 2021年 2022年
新規未治療外国籍患者 18 14 18
うちAIDS発症者 6 3 9
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③ 当院と地域医療・介護施設との直接連携の例
（図3） 

　 連携が行われているのは二次医療圏内（名古屋
市内）が多く、制度は医療証を使用して行われ
ていた。連携の内容は多岐にわたっていて、歯
科ネットワークを介した地域の歯科医紹介、施
設入所・施設で看取り、生活習慣病のフォロ
ー、予防接種、在宅医療（施設管理医含む）、
コロナ対応、不妊治療があった。 

3) エイズ治療の拠点病院体制の再構築 
定期的な会議開催を行った。 
静岡県エイズ治療拠点病院 医療連携会議 
参加者：静岡県内の拠点病院および名古屋医療セ

ンターの実務者 
愛知県エイズ治療拠点病院 医療連携会議 
参加者：愛知県内の拠点病院および名古屋医療セ

ンター実務者 
愛知県HIV感染症医療推進会議 
参加者：愛知県内のエイズ治療拠点病院の病院

長、看護部長、事務長および東海北陸
厚生局長 
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図2　当院と非拠点の病院を介した地域医療・介護施設との連携の例

②

A：名古屋医療センター

B：拠点病院・診療経験のある
医師がいる施設

C：非拠点病院

D：地域の医療・福祉施設

透析・歯科

透析・歯科

透析・歯科

透析・歯科

医療の内容具体例
②精神科対応（アルコール中毒・
精神科治療が必要な症例）・透析地域

愛知県内に広がることが多い。

制度
多くは医療証。定期通院する医療機
関を自立支援指定医療機関に変更す
る。

図3　当院と地域医療・介護施設との直接連携の例

③

A：名古屋医療センター

D：地域の医療・福祉施設

透析・歯科

透析・歯科

③医療の内容具体例
• 歯科ネットワークを介した地域
の歯科医紹介

• 施設入所で施設で看取り
• 生活習慣病のフォロー
• 予防接種
• 在宅医療（施設管理医含む）
• コロナ対応
• 不妊治療

地域
多くは二次医療圏内（名古屋市内）

制度
多くは医療証



D．考察 
初診未治療患者のうちエイズ発症者の占める割合

が増加していたのは検査機会が減少したことが影響
している可能性がある。紹介元としては医療機関が
最多ではあったが研究班の取り組みや保健所検査が
一時的に再開した結果、2020年から2022年にかけ
て徐々に増加してきた。コロナ禍前の当院の紹介元
のおよそ25%が保健所検査であったことを考慮する
と、元の紹介元構成に戻ってきていることが示唆され
た。一方で、新規未治療外国籍患者の半数が2022年
はAIDS発症者であったことは、外国籍患者に検査が
行き届いていない現状が示唆された。よって今後の検
査体制としては公衆衛生学的緊急事態でも提供できる
多様性を持った検査体制および外国籍患者等医療的弱
者にもアクセスしやすい検査体制を構築することが重
要である。 

他施設との連携は医療証を使用して行われている
ことが多かった。これは愛知県では身障3級から医
療証が発行されるため、当院以外でも金銭的な負担
が大きく増えることなく医療サービスを受けること
が可能であることが要因として考えられた。 

ブロック内での連携会議は拠点病院の多い愛知県
と静岡県で開催することができた。また3月には愛
知県内の拠点病院の管理者を対象に連携会議を開催
する。コロナ禍でもありWeb開催ですべて行っ
た。今後も定期的に開催し、「顔の見える」連携を
構築していく必要がある。       　 

E．結論 
当院の新規未治療患者はAIDS発症者の割合が

2020年～2022年かけて増加した。公衆衛生学的緊
急事態でも対応できるような検査体制を構築・維持
していく必要がある。 
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